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均等法衆議院厚生労働委員会で採決

　６月14日衆議院厚生労働委員会で、政府提案の均等法の改正法案、野党4党提出の修正案、民主党提出パート労働法改正案の質疑がおこなわれ、均等法改正案、野党修正案の採決がおこなわれ採決では、野党修正案は、賛成少数で否決。均等法改正案は附帯決議を含めて全会一致で可決しました。
　厚生労働委員会で参考人質疑

13日、衆議院厚生労働委員会で、委員会質疑を前に、参考人質疑がおこなわれました。与党参考人は、労働政策審議会雇用均等分科会の使用者側委員川本裕康経団連労政第一本部長、男女雇用機会均等政策研究会委員田島優子弁護士、野党参考人は中野麻美弁護士、連合龍井葉二男女平等局長、出版労連女性協伊東弘子議長、均等待遇アクション21事務局の酒井和子さん。

○川本、田島両氏とも今回の改正で間接差別の概念が導入されたことを評価しているとのべました。しかし、質疑の中で、川本氏は、「間接差別の導入にはもともと反対で審議会の中でコンセンサスが得られたとは認識していない、概念の導入で混乱をまねくので反対。予測可能性を高めるための限定列挙」とのべ、田島氏は糸川議員の質問に「研究会の議論で間接差別の限定列挙が適当との議論はなかった」と応答しました。

　○中野参考人は「均等法改正後も男女間格差が拡大している。女性の正規雇用の機会が狭められ、パート労働など雇用形態による差別が拡大している。こうしたことを『差別だ』と言うと、『パートを選んだから』『職種が違うからだ』といわれる。パートなど低い処遇の職場しかなく、家庭責任を社会的に担わされて『能力不足』といわれる筋合いはない」と形を変えていきつづける差別の実態と背景を述べました。

　○龍井参考人は「はたらき方は短時間勤務と長時間勤務に二極化している。間接差別を限定している国は他にはない。先の国会の法改定で間接差別について附帯決議がつけられた。なじみがないという言葉はゆるされない。男女双方の差別禁止となったので男女ともにはたらき方を見直すことが重要」とんど雇用を更新しながら、期間の定めなくはたらいている」と非正規雇用の実態を報告。

○伊東参考人は出版労連でおこなった長時間労働アンケートを紹介。「以前、長時間労働は編集職場に多かったが、今はすべての部署に広がっている。こうした中、半数以上が心身のバランスを崩しているとこたえている」また、家事、育児、仕事の両立に対する悲鳴を紹介「若い人は子どもを持つことは考えられないといっている。これが平等のはたらき方なのか」と男女ともに仕事と家庭生活を両立できるために仕事と家庭の調和を法の理念に入れることを求めました。

　○酒井参考人は「非正規で働く女性の問題は賃金差別だ。85年から04年に正規の男女賃金格差は56.1％から65.7％に縮まったが、非正規の賃金を含めると52.9％から51.3％に拡大している。また、期間の定めのあるパート労働者は95年の36.8％から05年66.6％に拡大し、ほある改正には間接差別の概念をこうした実態に当てはめて考えることの重要性を訴えました。

京都総評労働法制改悪反対闘争本部発
京都総評は今春闘より、労働法制改悪反対闘争本部を立ち上げ各種取り組みを行っています。
６／１４「究極の労働法制改悪を許すな」学習集会に８０人
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　前日の６月１３日、厚労省労働政策審議会の労働条件分科会において、「労働契約法制及び労働時間制の在り方について（案）」とする厚労省の素案が提示されたこともあり、非常にタイムリーな学習集会となりました。
ラボール京都４階第８会議室で開催された同学習集会は、川村常任幹事の司会の下定刻に開会、主催者を代表して佐々木副議長が「過労死や過労自殺は後を絶たず、労働者の無権利状態は拡大し、労働相談やトラブルも増大している。基準法をはじめとして労働諸法が『改正』の度に労働者保護法としての機能を奪われ続けているが、今回の労働契約法制や労働時間法制の改悪の動きはまさに『究極の労働法制改悪』である。京都総評は闘争本部も設置して、改悪につながる答申を出させない、改悪法案を作らせないため、最優先の課題として位置付けて奮闘したい。本日の学習会をそのスタートにしよう」と、挨拶。

○　龍谷大学・脇田滋教授「労働契約法・時間法見直しの動きを考える」
と題しての講演
８０年代に入っての労働分野における規制緩和策＝労働法改悪の足跡をみながら、経済界の要求と施策の特徴をふまえ、今回の改悪議論の背景とねらいについて分析、説明いただきまし。1947年の制定後ほとんど手を加えられなかった基準法に本格的な改悪の手が入ったのが行革路線が展開されだした８５年、均等法、派遣法、そして88年の基準法改悪であり、これによって大量の不安定、無権利の非正規労働者群が創出、併せてリストラ支援を容易にしてきた。９５年以降が第二次改悪期であるが、「雇用の安定から流動化」へ、日経連の「新時代の『日本的経営』」路線と労働行政の転換と法改悪が連続的に全面的に展開されてきた。こうした歴史的変遷と、そのことがもたらせている今日の労働者の状態・実態を解明。そして、今回の改悪の動きは、ポートフォリオにおける１万円札（財布にある各金種の中で高価で値打ちのあるお金＝95年の日経連『雇用の三分化論』の際、雇用管理をポートフォリオとして認識されてきた）に対する攻撃、すなわち、『硬直化』している正規労働者群の分解と再編成への期待が背景にある。本丸への攻撃である。就業規則の改定による労働条件の引き下げに法的根拠を与えようとしていることや解雇における金銭解決システムの確立、「自立的労働」という概念の導入と保護規定からの除外、残業賃金の削減と残業の野放しなど、厚労省素案に沿って解説が行われた。「単なる怒りを越えて『この先日本はどうなっていくのか』という憂いで身体が震える」と、熱い口調で話された脇田教授の講演は、法改正の歴史的な位置付け、財界の狙いなど基本的な性格が解明された学習会で、参加者からも「分断と低賃金構造の再構築の狙いがよくわかった」「労働省がどちらを向いているのか情けない」など怒りと「何としてもこの策動をつぶそう」という熱い思いを共有した学習集会となりました。







